
1 はじめに 

日本の病院外の心肺機能停止は，年間で約8万件発

生している 1)．速やかな心肺蘇生と自動体外式除細動

器（AED）の使用は, その後の患者の生命予後改善に寄

与する重要な処置である．平成30年中に，AEDが使わ

れなかった心肺機能停止患者の 1 ヶ月後生存率は

11.8%である 1)．一方，AEDが用いられた心肺機能停止

患者の 55.9%が 1 ヶ月後も生存している．2018 年の 1

年間に目撃された心原性心停止（心臓突然死）25,756

件のうちAEDが使用されたのはわずか1,254件（4.9%）

である．残りの 95.1%には AED は使用されなかった．

主な原因として，A)AED の使用を躊躇してしまった，

B)AEDの場所がわからなかった，C）使用できるAEDが

近くになかったということがあげられる．このうち，C）

のケースでは，心停止発生現場の近くのAEDを設置し

ている施設が利用可能時間外であることが一因として

考えられる．本研究では，AED を設置している施設の

利用可能時間が与える影響を考察する．考察した情報

を基に，各AEDの利用時間拡大にむけた提案を行う． 

2 分析方法 

本研究では，大阪府高槻市を分析対象とする．

2021 年 1 月 23 日時点で，「全国 AED マップ」2)に

521 台の AED と，「日本全国 AED マップ」3)に 459

台の AED が登録されていた．2 つのマップで重複し

て登録されているAEDを除いた680台のAEDを分析

対象とする．各 AED の利用可能時間情報の取得は，

各施設の営業時間を各施設のホームページでの検

索や電話での問合わせにより行う．分析方法につい

ては，平日の利用可能数である680台を対象として，

1時間単位での24時間の利用可能数を調査し，割合

と分布を抽出する． 

3 分析と考察 

 Fig.1 に示すように，深夜には 680 台のうちの

21.6%の AED しか利用できなくなる．たとえ，AED

の設置場所を把握していたとしても，利用できない

状況が発生しかねない．そこで，高槻市のデータに

含められていない 95 箇所のコンビニエンスストア

と交番に設置をすることにより，全体の33.1%のAED

が 24 時間利用可能になることがわかった（Fig.2 

 

Fig.1: 各時間帯による利用可能台数の推移 

 

Fig.2: 24時間利用可能な AEDの分布（赤色を追加） 

参照）．これにより住宅地に常時利用可能なAEDが

追加されることになり，効果的であることがわかる．

今後は，AEDの人口カバー率を分析することにより，

新たな場所への設置の効果を示していきたい． 
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概要－   本研究では，「全国AED マップ」と「日本全国AED マップ」に登録されている大阪府高槻
市の自動体外式除細動器（AED）を基に，各AED の利用可能時間を調査し，時間帯別のAED 利用率を
分析する．分析した情報を基に，AEDの利用時間拡大にむけた提案を行う． 
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